
奈良県中小企業団体中央会 

「がんばる中小企業等の経営力強化・再構築支援事業」委託業務 

企画提案仕様書 

 

１．委託事業名 

奈良県中小企業団体中央会 

「がんばる中小企業等の経営力強化・再構築支援事業」委託業務 

 

２．委託期間 

契約締結日から令和６年３月２１日（木）まで 
 

３．事業目的及び概要 

経営環境への変化が激しく、不確実性の高い時代において、中小企業組合等が有す

る限られた経営資源を鑑みれば、これを独力で解決することは困難である。奈良県内

における中小企業組合においては特にそれが顕著である。（小企業者組合※率：69.9％、

全国 1位） 

その中、従来の支援として行ってきた「見える課題（表面的課題）」に対しての支援

策の提供は、多様で複雑な課題への対応が難しいことから、支援のあり方自体を見直

した「真の伴走型支援（①対話と傾聴、②代表者の腹落ち、③自己変革力の創出）」に

よる「見えにくい課題（本質的課題）」への対応が必要となってくる。 

本事業は、組合・専門家・中央会が共同で「対話と傾聴」を繰り返し行い、「納得性

を高めた課題解決の提案」から、「活動支援の検討」を一貫して取り組み、自走化を意

識した経営力の強化・再構築につなげていくことを目的としたものである。 

（※）常時使用する従業員の数が５人（商業又はサービス業を主たる事業とする事業者については 

２人）以下の会社及び個人でその構成員の３/４以上で組織されている組合 

 

４．委託業務の内容 

（１）講習会 

組合を対象に、自己変革の重要性や本質的課題の考え方等を通して本事業に対する 

理解を深めるために、講義及びワークショップを実施する。 

開催回数：１回（２時間程度） 開催時期：７月中旬 

受講対象：奈良県内中小企業組合（理事長・役員・事務局職員等） 

【テーマ（例）】 

 ・自己変革への障壁と本質的課題の考え方について 

〇目的を達成するために必要と考えられる講義内容について提案を求める。 

〇講義方法及び内容については以下の条件を満たすこと。 

①講師は、「経営力再構築伴走支援モデル（中小企業庁 R4.3公表）」の内容を把握し、

中小企業組合を対象とした講義を行える者とすること。 

②一方的な講義内容とならないよう、適宜ワークショップ等を用いて、参加型と 

なる仕掛けを用意するなど、実施手法を工夫すること。 



〇講習会の会場については、中央会と日程調整を行ったうえで、中央会が適切な会場

を設定する。 

〇受講者の募集については、講師及び会場が決定した時点で、中央会が行う。 

 

（２）集合研修 

  講習会参加組合から本事業の個別支援を希望する組合を募集。公募を通じて、採択

された組合（４組合）に対して、課題の抽出及び目標設定に係る集合研修（ワークシ

ョップ型）を実施する。 

  開催回数：１回（２時間程度） 開催時期：８月下旬 

  受講対象：本事業採択組合（理事長・役員・事務局職員） 

 【テーマ例】 

・フレームワークを活用した課題・目標設定 

 〇希望組合の公募・採択については中央会で行う。（決定時点で共有） 

 〇目的を達成するために必要と考えられる講義内容について提案を求める。 

 〇講義方法及び内容については以下の条件を満たすこと 

  ①ワークショップ形式であること（フレームワーク等を活用することが望ましい） 

  ②支援対象組合（４組合）それぞれに担当の専門家を配置すること。（担当する専門

家は後述する（３）個別支援においても担当することが想定されることから、で

きる限り対象組合の業界・課題内容に精通した専門家を配置することが望ましい。

また、伴走支援の性質上、中央会担当指導員も共同で取り組む。） 

  ③受講対象の組合同士で取組状況の共有を行うことにより、相乗効果が期待できる

ことから、ワークショップの成果を共有できる時間等も設けること。 

  ④成果物として各組合分の「指導報告書（※「（３）個別支援」における支援計画を

含む）」を提出すること。（※実施後、１週間以内） 

〇集合研修の会場については、中央会と日程調整を行ったうえで、中央会が適切な会

場を設定する。 

 

（３）個別支援 

  集合研修において見えてきた課題の抽出及び目標設定に対して、組合ごとに実現可

能性を模索しながら、解決方法及び取組方針の検討を実施する。 

  実施回数：５回以上（１回あたり２時間程度） 実施時期：９月～２月 

 【テーマ例】 

  ・事業・経営課題の総点検 

  ・課題の整理・深堀 

  ・優先課題の設定・課題解決方針の検討 

  ・短期的・中期的目標の設定 

  ・課題解決の取組方針 

 〇目的を達成するために必要と考えられる支援内容について提案を求める。 

 〇実施場所は基本的にそれぞれの組合事務局となるが、必要に応じて組合員の会社や

役員会等への出席となる場合もある。 



〇支援内容については以下の条件を満たすこと 

  ①支援回数は５回以上かならず実施すること。 

  ②成果物として、各回の「指導報告書」（※実施後、１週間以内）、また、事業全体の

成果となる「ローカルベンチマーク」等の現状の課題及び対応策までが可視化で

きるもの（※最終個別支援後、２週間以内）を提出すること。 

 〇個別支援以外の対応（事業内容や進捗状況等の確認）は中央会が行うが、必要に 

  応じて専門家に相談する場合もある。 

 

（４）成果普及報告会 

本事業の支援事例について、他組合への普及を行うことで「事業活用の促進」や  

全体的な「組合事業の底上げ」を図る目的で、成果普及報告会を実施。 

  開催回数：１回（２時間程度） 開催時期：２月～３月 

参加対象：奈良県内中小企業組合（理事長・役員・事務局職員等） 

 【イメージ例】 

  ・「組合」「中央会」「専門家」それぞれが以下の内容について発表する 

   「組合」：課題内容・苦労した点・良かった点・今後の展開 

   「中央会」：伴走支援の成果（苦労した点・良かった点） 

   「専門家」：全体総括 

 〇目的を達成するために必要と考えられる報告会内容について提案を求める。 

  ※単なる報告だけに終わらないよう実施方法を工夫すること。 

 〇報告会内容については以下の条件を満たすこと 

  ①「組合」「中央会」「担当専門家」それぞれが発表できるような内容にすること。 

  ②発表用資料のフォーマットを作成すること。（※１２月１５日までに作成し、 

「組合」「中央会」分については、中央会担当指導員が内容を作成する。） 

  ③報告会までに発表内容についての「組合」「中央会」と打合せを行うこと。 

 

（５）専門家について 

  専門家は、「中小企業診断士」「経営士」「経営学修士（MBA）」の資格を保有するもの、

もしくは、中小企業支援に関わる企画・分析・戦略策定等について「１０年以上の 

実務経験」を有しているものとする。 

 

（６）実施体制 

本事業実施にあたっての実施体制の提示を求める。 

 

５．委託事業実施スケジュール 

・講習会募集      令和５年６月中旬～７月上旬 

・講習会実施      令和５年７月中旬 

・公募（補助対象組合） 令和５年７月中旬～７月末 

・採択（補助対象組合） 令和５年８月上旬 

・集合研修実施     令和５年８月下旬 



・個別支援実施     令和５年９月～令和６年２月上旬 

・成果普及報告会    令和６年２月～３月 

 

６．対象経費 

経費区分 内容 

１．謝金 「（１）講習会」「（２）集合研修」「（３）個別支援」「（４）成果普

及報告会」の実施に係る講師及び専門家に支給する謝金 

（※奈良県中央会との打合せに係る謝金は対象外） 

２．旅費 「（１）講習会」「（２）集合研修」「（３）個別支援」「（４）成果普

及報告会」の実施に係る講師及び専門家に支給する旅費 

（※奈良県中央会との打合せに係る旅費は対象外） 

３．印刷費 「（１）講習会」「（２）集合研修」「（３）個別支援」「（４）成果普

及報告会」の実施に係る配布用資料等のコピー代 

 

７．その他 

本事業の実施にあたり本仕様書に定めるほか必要な事項等については、奈良県中央

会の意向を尊重し協議の上決定するものとする。 

 


